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第１章 背景と目的 

 

豊中市では、高度経済成長期の人口増加に対応するため、昭和 30 年代から 50 年代にかけて

次々に小・中学校を新設してきました。 

しかし、児童・生徒数はピークである昭和 50 年代の 2 分の 1 となっており、学校において

は、人間関係の固定化や教育活動の制約などの課題が深刻化しています。 

こうした課題を解消するためには、多様な出会いの中で、さまざまなものの見方や考え方、

価値観に触れることができるように一定の学校規模の確保や教育環境の質的充実を図ること

が求められています。そこで、市教育委員会は平成 29 年（2017 年）に『庄内地域における「魅

力ある学校」づくり計画』を策定し、地域の実情に応じた教育効果を得るための方策として、

既存の小・中学校を再編し、施設一体型小中一貫校を新たに設置することとしました。 

 

一方で、市有施設全体としても同時期に建設された施設の老朽化が進んでいる状況を踏まえ、

平成 28 年度（2016 年度）に「豊中市公共施設等総合管理計画」を策定し、全庁的な公共施設

マネジメントの取組みを進めています。 

豊中市公共施設等総合管理計画では、「施設の安全性能の維持・向上」「施設総量フレームの

設定」「財政負担の平準化」など 8 つの基本方針を掲げ、多様化する市民ニーズに対応しなが

らも、将来的な財政負担を抑えつつ、安全で利用しやすい施設へと再編していくことを定めて

います。具体的には、建物施設については延床面積が大きいほど、建替えや改修、維持管理に

かかる経費が増える傾向にあることから、学校施設を含めた市有施設の施設総量（総延床面積）

を平成 26 年度（2014 年度）比で 80％と設定し、施設再編の取組みを進めています。また、

施設再編に伴う跡地（土地・建物）の有効活用については、民間事業者から具体的な活用手法

の提案を募集するなど、公民連携手法についても検討していくこととしています。 

 

学校施設は地域の中でも特に規模の大きな敷地と施設を有していることから、学校再編に伴

う跡地（土地・建物）をどのように利活用していくかは、まちの活性化や政策課題の解決を図

るうえでとても重要な課題です。市全体のまちづくりの方向性と整合を図りつつ、市場性、利

便性及び地域特性などについて多角的な評価を行いながら利活用方策を決定することが必要

です。一方で、地域住民の活動拠点として、また災害時の避難場所として大きな役割を担って

きたという特性を踏まえ、とくに慎重に検討を進める必要があります。 

このような観点から、学校跡地の利活用に関する基本的な考え方を整理するとともに、利活

用方策を決定するための検討手順について明らかにすることを目的として、本方針を定めるも

のです。 
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第２章 学校施設の状況 

１．基本情報 

豊中市には、平成 30 年（2018 年）4 月現在で市立小学校が 41 校、市立中学校が 18 校、

合計 59 校あり、総延床面積は約 47 万㎡で、市有施設全体の約 47％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設の耐震化については、平成 29 年度（2017 年度）末時点で 100％を達成している

ものの、築 30 年を超える建物が多く、全体として老朽化が進行している状況です。 

市が平成 29 年度（2017 年度）に実施した学校施設の劣化状況調査によると、多くの建物

で壁面のひび割れや鉄骨部分の錆び、漏水などが確認されています。今後は、各施設の保全

計画（適切な修繕・更新時期やそのための必要経費の見込み額をまとめたもの）に基づき、

長寿命化を図りつつ更新を実施していきますが、更新時期の集中が見込まれることから、財

源の確保と財政負担の平準化が課題となります。 

２．国庫補助金等の清算と活用 

国庫補助を受けて建設された学校施設を、学校以外の目的に転用したり、譲渡や貸付、売

却などを行ったりする場合には、原則として、補助金相当額の国庫納付等により文部科学大

臣の承認を得るための財産処分手続きが必要となります。また、起債についても繰上償還と

なる可能性があります。しかし近年、国において財産処分手続きの大幅な簡素化・弾力化が

図られている他、転用施設の改修に対する補助制度が創設されるなど、閉校した学校施設の

積極的な利活用を進めるため、地方公共団体の取組みを支援する動きがあります。 

よって、国の動向や最終の国庫補助年度に留意しつつ、転用にかかる改修等については可

能な限り国の補助金等の活用を図るなど、市民負担の軽減に努めることとします。  
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第３章 学校跡地の利活用に係る基本的な考え方 

１．利活用の基本コンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における「魅力ある学校」づくりの取組みは、地域の子どもたちが自信と誇りを持て

るよう育む教育環境を整えることを目的とするものです。 

学校跡地については、子どもたちが大人になる未来へとつながるまちづくりの一環として

将来的な財政負担を抑えることを前提とし、まちの価値の向上に資する、地域に根差した利

活用のあり方をめざすものとします。 

 

活用にあたり前提となる財政負担の抑制に関しては、過大な市費の投入を行わずとも目的

を達成できるよう事業スキームを工夫することや、中長期的な歳入確保につなげる視点が必

要となります。 

近年、全国的に多くの自治体で統廃合などにより閉校した学校の跡地について多様な利活

用が図られています。 

個々の施設に着目すると、校舎や体育館などを解体せずに他の目的に転用するケースや、

解体し敷地に新しい建物を建設するケースがあります。 

既存の校舎や体育館を解体せず、不特定多数の人が利用可能な施設に転用する場合は、建

設にかかる初期投資に代わり、建物内の防火・消防設備や冷暖房設備、内容仕様を更新する

ための大規模改修費用が必要となります。一方、校舎や体育館を解体し新しい建物とする場

合は、新たな施設の設置目的を達成するために必要な機能を精査し、将来的な維持管理経費

を抑えられるコンパクトな施設にすることが可能ですが、解体と建設のための初期投資が必

要です。 

また、事業スキームを工夫することで民間事業者の参入を促し、市費の投入を抑えられた

事例や、定期借地などにより中長期的な歳入確保につながっている事例もみられます。 

    このような他自治体の事例を参考にしつつ、常にコスト意識を持ち、持続可能な形で利活

用を図ることができるよう検討を進めることとします。  

●  

学校跡地利活用の基本コンセプト 

① 子どもたちの未来につながるまちづくりをめざします 

② まちの魅力、地域の活性化の拠点とします 

③ 将来的な財政負担を抑えることを前提とします 
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次に、具体的な学校跡地の検討にあたり必要な４つの視点についてまとめます。 

 

 （１）防災機能の確保 

本市には、平成 30 年度（2018 年度）現在で、3 か所の広域避難地、163 か所の一時避難

場所、163 か所の避難施設、12 か所（13 施設）の福祉避難所があります。 

 

広域避難地は、大規模な火災などにより危険が迫った場合の避難場所となる、概ね 10 ヘ

クタール以上の空き地で、大阪大学待兼山地区と服部緑地公園地区、野田中央公園周辺地区

が指定されています。 

一時避難場所は、地震・火災時などの場合における一時的な避難地で、大阪府の選定基準

は概ね 1 ヘクタール以上の場所となっていますが、本市では空き地面積が概ね 1,500 ㎡以上

の公園・運動場などを指定しています。 

避難施設は、地震などの災害による家屋の倒壊、焼失などの被害を受けたり、被害を受け

たりするおそれのある人が臨時的に生活するための施設です。 

福祉避難所は、被災者のうち一般の避難所で過ごすことが困難な人が生活するための施設

です。 

 

本市の小中学校は、運動場部分が一時避難場所として、また、体育館や教室の一部が避難

施設として指定されている他、備蓄物資の保管場所にもなっています。 

市民は、校区内か校区外かに関わらず、避難しやすい場所にある指定の公共施設等を利用

することができますが、災害時には多くの人が身近な場所にある小中学校へと避難すること

が想定されます。 

 

よって、学校跡地の利活用を検討する際には、一時避難場所については、従前の各小学校

区の居住人口を基本に、隣接する校区の一時避難場所の立地状況を勘案しながら、地震災害

の場合に必要となる面積の確保に努めるとともに、水害時における一時的な緊急避難場所と

して有効な建物（垂直避難ができる建物）の確保に努めます。避難施設については、地域防

災計画の地震被害想定における従前の各小学校区の避難所生活者数の想定を基本とし、隣接

する校区の避難施設の立地状況を勘案しながら、必要となる施設面積の確保に努めることと

します。その際、引き続き避難施設としての役割を果たす施設については、耐震性能や非構

造部材の耐震化の進捗状況について留意することとします。 

また、仮に学校跡地を有償貸付または売却し民間施設として転用する場合も、地域防災へ

の協力等一定の条件を付すこととし、従前の防災機能が損なわれないよう配慮するものとし

ます。 
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 （２）地域活動の場の確保 

学校は、地域コミュニティとの関わりが深い施設です。 

本市には、校舎内に公民分館室が設置されている学校がある他、余裕教室が地域防災や地

区活動の拠点として利用されている学校もあります。特に、徒歩圏内にある小学校は地域住

民にとって訪れやすく、気軽に利用することができるため、幅広い世代の地域活動の場とし

て利用されています。よって、学校再編の過程や再編後においても、地域活動が継続的に行

われる環境を確保できるよう努める必要があります。 

具体的には、学校跡地に確保する機能を検討する過程において、これまで学校を拠点に行

われていた地域活動が継続するよう、活動主体となる地域住民と十分に協議を行うとともに、

共同利用施設や地区会館等の近隣施設を含めた活動場所との調整を図るものとします。そし

て、身近な市有施設がこれまで以上に地域活動を支える場としての役割を果たすことができ

るよう、利用促進に努めます。 

加えて、新たな活用コンセプトや具体的な活用方策を検討する中では、事業者・NPO・

住民が協働して、まちの活性化や地域課題の解決に取り組むための場づくりに努めることと

します。 

その他、学校では体育施設開放事業が実施されています。これは、市民が日常生活の中で

スポーツ活動に親しむことができるよう、学校教育に支障のない範囲において運動場や体育

館を開放するものです。 

これらのスポーツ活動については、代替となる近隣の市有スポーツ施設において活動を継

続できるよう情報提供を行う等、支援に努めるものとします。 

 

 （３）教育・公共目的での利用 

学校再編は教育環境の向上が目的であることから、学校跡地においても必要に応じて新設

校の機能を補完するなど、学校教育活動を支える役割についても検討することとします。 

また、豊中市公共施設等総合管理計画では、市有施設の将来的な維持管理経費に着目し、

老朽化した建物施設を更新する場合は、複合化や多機能化を推進し、延床面積を縮小するこ

とを定めています。よって、学校跡地の周辺に更新時期の迫った市有施設があり、集約化に

より財政負担の軽減が見込まれる場合には、市有施設の移転について検討します。なお、そ

の場合も、民間活力を活かした施設整備や管理運営を導入するなど、財政負担を極力抑える

手法について検討するものとします。 
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 （４）市の重要施策やまちづくりの方向性との整合 

「第 4 次豊中市総合計画」の前期基本計画において、本市はまちの将来像である「みらい

創造都市とよなか～明日がもっと楽しみなまち～」を実現するための 17 施策を掲げていま

す。とくに、前期基本計画のリーディングプロジェクトである南部地域活性化プロジェクト

において、（仮称）北校及び、隣接する（仮称）南部コラボセンター整備に伴い生じる公共

施設跡の利活用は、主要な取組み項目として位置づけられています。 

 

第４次豊中市総合計画 

 

 

また、「第 2 次豊中市都市計画マスタープラン」では、周辺都市との連携や、適切な土地利

用の誘導と公共交通を中心としたまちづくりによるコンパクトな都市構造の維持といった考

え方に重点を置いて都市づくりの方針を定めています。 
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これらの上位計画で定めるまちづくりの方向性と整合を図りつつ、子育て支援や保健・医

療の充実、魅力的な景観・住環境の形成、産業振興の充実など、学校跡地の利活用が市の諸

課題の解決に効果的と考えられる場合には、市民や事業者から幅広い意見を募りつつ、地域

の実情に合った利活用方策の検討を進めるものとします。 
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２．利活用の検討手順 

学校跡地の利活用に関する検討手順を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 民間事業者との対話（サウンディング型市場調査） 

市民提案を踏まえ、事業者と対話を行い、幅広い利活用の可能性を探ります。 

● 防災機能の確保 

周辺の一時避難場所、避難施設の立地状況を勘案し、必要となる

面積の確保について検討します。る校内または近隣 

● 地域活動の場の確保 

学校を拠点に行われていた地域活動が、学

校再編後も継続するよう、近隣施設も含め

た活動場所の確保について検討します。 

③ 第三者機関（諮問機関） 

有識者で構成される第三者機関が、市民・事業者の提案や意見を客観的に評価し、市へ 

提言します。 

防災、地域活動、教育・公共目的として利用するスペースを整理したうえで 

民間活力の導入など幅広い可能性を視野に入れた利活用方策の検討を行います。 

① 市民からの提案募集 

学校跡地の利活用方策にかかる提案や意見を広く市民から募集します。 

利活用方策の決定 

● 教育・公共目的での利用 

教育環境の向上や市有施設の集約化による

財政負担軽減などの効果が見込まれる場合

は、教育・公共目的での利用を検討します。 

Ｓｔｅｐ１．学校跡地に確保する機能の決定 

Ｓｔｅｐ２．利活用方策の決定 

確保する機能の決定 

第二段階では、政策課題への対応や地域のにぎわい創出に向け、新たな利活用のコンセプトや

具体的な方策を検討します。 

また、必要に応じて、Step1 で決定した「確保する機能」も含めた利活用方策を検討します。 

検討の第一段階として、学校跡地において確保する機能を精査していきます。 

そのうえで、地域課題への対応として必要な教育・公共目的での利活用を検討します。 
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まず検討の第一段階として、地域の防災機能が維持されることと、地域活動が継続されるこ

とに留意しつつ、学校跡地において確保する機能を精査していきます。 

そのうえで、教育環境の向上や市有施設の集約化による財政負担の軽減などの効果が見込ま

れる場合には、地域課題への対応として必要な教育・公共目的での利用を検討します。 

   これらの検討結果を踏まえ、防災、地域活動、教育・公共目的として利用するスペースを整

理したうえで、民間活力の導入など幅広い可能性を視野に入れた利活用方策の検討を行います。 

 

第二段階では、政策課題への対応や地域のにぎわい創出に向け、新たな利活用のコンセプト

や具体的な方策を検討します。ここでは、市の重要施策やまちづくりの方向性に基づき、市と

してテーマ設定を行う場合と、自由な提案を求める場合が想定されます。 

検討過程においては幅広く意見を収集することを原則とし、まずは地域住民をはじめとして

広く市民から提案を募ります。その情報をもとに、事業主体となる民間事業者と対話を行い、

幅広い活用の可能性を探ります。市民や民間事業者の意見は集約し、有識者等で構成される第

三者機関において客観的な評価・検証を行い、最終的な利活用方策の決定に至ることとします。 
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